




















































































































　この３９条（２）（ｃ）を原文で見ると、「（such information）has been 
subject to reasonable steps under the circumstances, by the person 





「（information）is the subject of efforts that are reasonable under the 














る。UNIFORM TRADE SECRETS ACT WITH 1985 AMENDMENTS。
10　UNIFORM TRADE SECRETS ACT WITH 1985 AMENDMENTS（前掲
注９）における SECTION 1（DEFINITION）に規定される。１条（４）（ⅱ）。










































































































































































31　小野昌延 = 松村信夫『新・不正競争防止法概説』（第２版， 2015年，青林書
院）324頁-326頁〔325頁〕。
32　なお、小野昌延編『新・注解　不正競争防止法』（下巻）（第３版，2012年，
青林書院）830-834頁〔830頁〕も同旨〔小野昌延 = 大瀬戸豪志 = 苗村博子執
筆部分〕。










































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
合理的な措置」しかとっていないこと
となろう。これでは条約違反の疑いがあるのではあるまいか。
　言い換えると、わが国の秘密管理性に関連する部分では、客観的認識可
能性（要件）ではなく、アクセス制限（要件）こそが、条約（同協定）上
不正競争防止法における営業秘密の秘密管理性とＴＲＩＰＳ協定（帖佐） 33
の義務になるのではないか。
　ゆえに、条約違反の疑いのない解釈のためには、わが国の秘密管理性の
解釈に、従来から言われている、①のアクセス制限（つまり秘密を保持す
る措置である）の要素を独立した要件として採り入れなくてはならないの
である。結果、①のアクセス制限要件と②の客観的認識可能性要件は、二
要件であり、ＡＮＤ条件であると解釈せざるをえないのである。
　よって、経済産業省や審議会関係者はこの新経済産業省説（営業秘密管
理指針）の内容を再考すべきであると考えるし、今後の裁判（特に刑事裁
判）85においては、現在提示されている新経済産業省説の適用はすべきで
ないと筆者には思われるのである。もっとも、民事の裁判例においては明
確に新経済産業省説を採用した裁判例は見当たらないが、秘密管理性の趣
旨について客観的認識可能性のみを説くことはＴＲＩＰＳ協定の観点から
みても誤りであると思われる。よって、裁判所は、アクセス制限について
も秘密管理性の趣旨の一つであることを宣言し、アクセス制限要件の充足
性を検討することが必要なのではないかと筆者には思われるのである。
85　知財訴訟の専門性が強くない反面、有罪バイアスが強い傾向にあり、不当な
科刑につながりやすいと感じられるため、筆者には強く懸念が感じられる。
よってあえてここに掲出しておくこととする。
